
 

 

 

 

 

 

平成 ２９ 年度 

 

 

 

事 業 報 告 書 

 

 

 

 

 

自 平成２９年４月 １ 日 

 

至 平成３０年３月３１日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公益財団法人 日 本 海 法 会 

 

  



平成２９年度事業報告書 

（自平成２９年４月 至平成３０年３月） 

 

 平成２９年度における事業の実施状況は次のとおりである。 

 

Ⅰ 一般報告 

１．役 員 

 平成２９年１２月１５日の役員数は、次のとおりである。 

   理事長         １名 

      副理事長        １名 

    理 事         ９名（理事長、副理事長を含む） 

    監 事         ３名 

    評議員         ８名 

 ２．会 議 

  開催された会議は、次のとおりである。 

  イ 第１回定時理事会 

    開催月日  平成２９年５月３１日 

    報告事項  職務執行状況 

    審議事項  平成２８年度事業報告及び決算書案承認の件 

個人維持会員入会申込者の承認の件 

          評議員会開催の件 

          その他の件 

ロ 第２回定時理事会 

開催月日  平成２９年１１月８日 

報告事項  職務執行状況 

    審議事項  平成３０年度事業計画及び収支予算案承認の件 

          特定費用準備資金の保有に係る承認の件 

  ハ 理事会（全理事の同意による見なし決議） 

    開催月日  平成２９年１２月１６日 

    審議事項  「無人船・自律航行船に関する委員会規程」の制定の件 

  ニ 第 1回定時評議員会 

    開催月日  平成２９年６月１６日 

    報告事項  平成２８年度事業報告の件 

          個人維持会員入会の件 

    審議事項  平成２８年度決算書案承認の件 

          その他の件 

  ホ 常務委員会 

開催月日  平成２９年５月３１日、９月１９日、１１月８日、     ７回 

１２月１３日ＣＭＩ国際会議開催準備委員会、 

平成３０年２月１６日ＣＭＩ国際会議開催準備委員会、 

          ３月２６日ＣＭＩ国際会議開催準備委員会（財務・渉外小委員会）

およびＣＭＩ国際会議開催準備委員会 



 ３．補助金 

    平成２９年度の補助金は、次のとおりである。 

     海事学術研究補助金      １７，２８５，０００円  

（公益財団法人）日本海事センター 

 

Ⅱ 研究事業 

 年度内に実施した事業は、次のとおりである。 

１．研究委員会 

無人船・自律航行船に関する委員会 

    開催月日  平成３０年１月１６日                  １回 

活動報告会 

開催月日    平成３０年２月１６日 

   その他 

ＣＭＩ国際会議の東京開催について打ち合わせおよびアジア諸国の海法会との協力

関係の構築 

出席者 

 Lawrence Teh氏（ＣＭＩ事務執行者）、江頭憲治郎、山下友信、小林登、藤田友敬 

開催月日  平成２９年１１月１１日                 １回 

 ２．海外事業 

   ドイツ海法会と共催のシンポジウム 

    開催月日  平成２９年９月４日～５日 

    開催場所  ハンブルク（ドイツ） 

    出 席 者  江頭憲治郎、藤田友敬、後藤元、松井秀征、増田史子、笹岡愛美 

 

万国海法会 2017年総会・Executive Council会合、セミナー 

開催月日  平成２９年９月７日～８日 

開催場所  ジェノヴァ（イタリア） 

出 席 者  江頭憲治郎、藤田友敬、小塚荘一郎、久保治郎、後藤元、増田史子、

笹岡愛美 

３．海法会誌の出版 

    「海法会誌」復刊第６１号を発刊した。 

 ４．日本海法学会への協力 

    日本海法学会に対して協賛金の支出その他の協力を実施した。 

 

その他 

 平成２９年７月、当会のホームページにロゴマークを掲出 

 平成２９年８月 故鴻常夫前理事長蔵書の一部を得て、次の図書を大学関係の図書館等

に配布 

          日本海法会百年記念論文集 第一輯 鴻  常夫 編 116冊 

          海法研究第三巻          加藤 正治 著 116冊 

 平成２９年９月 万国海法会２０１７年度総会において、２０２０年の万国海法会国際

会議が、日本において開催されることが決定 



 

 

 

平成２９年度事業報告 附属明細書 

 

 

 

 平成２９年度事業報告には、「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行規則」第

３４条第３項に規定する附属明細書「事業報告の内容を補足する重要な事項」が存在しな

いので作成しない。 

 

 

平成３０年６月 

公益財団法人 日本海法会 

 

 

 


